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別紙９ 

水質基準について 

 

1.水質汚濁に係る環境基準について（昭和 46 年 12 月 28 日 環境庁告示第 59 号） 

最終改正：平成 25 年 3 月 27 日環境省告示 30 号 

別表１ 人の健康の保護に関する環境基準より一部抜粋 

項目 基準値 

カドミウム 0.003mg／L 以下 

全シアン 検出されないこと。 

鉛 0.01mg／L 以下 

六価クロム 0.05mg／L 以下 

砒素 0.01mg／L 以下 

総水銀 0.0005mg／L 以下 

アルキル水銀 検出されないこと。 

ＰＣＢ 検出されないこと。 

ジクロロメタン 0.02mg／L 以下 

四塩化炭素 0.002mg／L 以下 

1,2-ジクロロエタン 0.004mg／L 以下 

1,1-ジクロロエチレン 0.1mg／L 以下 

シス-1,2-ジクロロエチレン 0.04mg／L 以下 

1,1,1-トリクロロエタン １mg／L 以下 

1,1,2-トリクロロエタン 0.006mg／L 以下 

トリクロロエチレン 0.03mg／L 以下 

テトラクロロエチレン 0.01mg／L 以下 

1,3-ジクロロプロペン 0.002mg／L 以下 

チウラム 0.006mg／L 以下 

シマジン 0.003mg／L 以下 

チオベンカルブ 0.02mg／L 以下 

ベンゼン 0.01mg／L 以下 

セレン 0.01mg／L 以下 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10mg／L 以下 
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ふっ素 0.8mg／L 以下 

ほう素 1mg／L 以下 

１，４－ジオキサン 0.05mg／L 以下 

備考 

１ 基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする｡ 

２ 「検出されないこと」とは、測定方法の項に掲げる方法により測定した場合において、その結果

が当該方法の定量限界を下回ることをいう。別表２において同じ。 

３ 海域については、ふっ素及びほう素の基準値は適用しない。 

４ 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、規格 43.2.1、43.2.3 又は 43.2.5 により測定された

硝酸イオンの濃度に換算係数 0.2259 を乗じたものと規格 43.1 により測定された亜硝酸イオン

の濃度に換算係数 0.3045 を乗じたものの和とする。 
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2.水質基準に関する省令（平成 15 年 5 月 30 日厚生労働省令第 101 号） 

最終改正：平成 23 年１月 28 日厚生労働省令第 11 号より抜粋 

水道法（昭和 32 年法律第 177 号）第 4条第 2項の規定に基づき、水質基準に

関する省令を次のように定める。 

項目名 基準値 

1 一般細菌 1mL の検水で形成される集落数が 100 以下であること。 

2 大腸菌 検出されないこと。 

3 カドミウム及びその化合物 カドミウムの量に関して、0.003mg/L 以下であること。 

4 水銀及びその化合物 水銀の量に関して、0.0005mg/L 以下であること。 

5 セレン及びその化合物 セレンの量に関して、0.01mg/L 以下であること。 

6 鉛及びその化合物 鉛の量に関して、0.01mg/L 以下であること。 

7 ヒ素及びその化合物 ヒ素の量に関して、0.01mg/L 以下であること。 

8 六価クロム化合物 六価クロムの量に関して、0.05mg/L 以下であること。 

9 シアン化物イオン及び塩化シアン シアンの量に関して、0.01mg/L 以下であること。 

10 硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素 10mg/L 以下であること。 

11 フッ素及びその化合物 フッ素の量に関して、0.8mg/L 以下であること。 

12 ホウ素及びその化合物 ホウ素の量に関して、1.0mg/L 以下であること。 

13 四塩化炭素 0.002mg/L 以下であること。 

14 1,4-ジオキサン 0.05mg/L 以下であること。 

15 シス-1,2-ジクロロエチレン及び 1,2-ジクロロエチレン 0.04mg/L 以下であること。 

16 ジクロロメタン 0.02mg/L 以下であること。 

17 テトラクロロエチレン 0.01mg/L 以下であること。 

18 トリクロロエチレン 0.01mg/L 以下であること。 

19 ベンゼン 0.01mg/L 以下であること。 

20 塩素酸 0.6mg/L 以下であること。 

21 クロロ酢酸 0.02mg/L 以下であること。 

22 クロロホルム 0.06mg/L 以下であること。 

23 ジクロロ酢酸 0.04mg/L 以下であること。 

24 ジブロモクロロメタン 0.1mg/L 以下であること。 

25 臭素酸 0.01mg/L 以下であること。 

26 
総トリハロメタン（クロロホルム,ジブロモクロロメタン,ブロモジクロロメ

タン及びブロモホルムのそれぞれの濃度の総和） 
0.1mg/L 以下であること。 

27 トリクロロ酢酸 0.2mg/L 以下であること。 

28 ブロモジクロロメタン 0.03mg/L 以下であること。 

29 ブロモホルム 0.09mg/L 以下であること。 

30 ホルムアルデヒド 0.08mg/L 以下であること。 

31 以降、次項 
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項目名 基準値 

31 亜鉛及びその化合物 亜鉛の量に関して、1.0mg/L 以下であること。 

32 アルミニウム及びその化合物 アルミニウムの量に関して、0.2mg/L 以下であること。 

33 鉄及びその化合物 鉄の量に関して、0.3mg/L 以下であること。 

34 銅及びその化合物 銅の量に関して、1.0mg/L 以下であること。 

35 ナトリウム及びその化合物 ナトリウムの量に関して、200mg/L 以下であること。 

36 マンガン及びその化合物 マンガンの量に関して、0.05mg/L 以下であること。 

37 塩化物イオン 200mg/L 以下であること。 

38 カルシウム、マグネシウム等（硬度） 300mg/L 以下であること。 

39 蒸発残留物 500mg/L 以下であること。 

40 陰イオン界面活性剤 0.2mg/L 以下であること。 

41 
(4S,4aS,8aR)-オクタヒドロ-4,8a-ジメチルナフタレン-4a(2H)-オール

（別名ジェオスミン） 
0.00001mg/L 以下であること。 

42 
1,2,7,7,-テトラメチルビシクロ[2,2,1]ヘプタン-2-オール 

（別名 2-メチルイソボルネオール） 
0.00001mg/L 以下であること。 

43 非イオン界面活性剤 0.02mg/L 以下であること。 

44 フェノール類 フェノールの量に換算して、0.005mg/L 以下であること。 

45 有機物等（全有機炭素（ＴＯＣ）の量） 3mg/L 以下であること。 

46 pH 値 5.8 以上 8.6 以下であること。 

47 味 異常でないこと。 

48 臭気 異常でないこと。 

49 色度 5 度以下であること。 

50 濁度 2 度以下であること。 
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3.農業用水基準  

(昭和 45 年農林省公害研究会作成：農業農村整備事業計画研究会編、農業農村

整備事業計画作成便覧より表：「農業（水稲）用水基準」及び文章：「本基準の

取扱い」を抜粋、表については加筆を行った。) 

 

「本基準の取扱い」 

農業（水稲）用水基準は、公害対策基本法第 9条の環境基準策定時に、基礎資

料とするため当時の各種調査成績に基づく科学的判断から、昭和 45 年 5 月農林

省公害研究会（会長技術審議官（現技術総括審議官））が学識経験者、研究者等

の協力を得て作成したものである。 

したがって、法令に基づく環境基準と同列には位置づけられないものの、本基

準の内容、作成時の検討経過等は環境基準に反映されており、農政の展開の場

においては環境基準とともに準拠すべき基本的要件の１つとなっている。 

 

農業（水稲）用水基準 

項 目 基 準 値 

ｐH（水素イオン濃度） 6.0～7.5 

COD（化学的酸素要求量） 6mg/L 以下 

SS（無機浮遊物質） 100mg/L 以下 

DO（溶存酸素） 5mg/L 以下 

T-N（全窒素濃度） 1mg/L 以下 

EC（電気伝導度）＊ 0.3mS/cm 以下 

As(ヒ素） 0.05mg/L 以下 

Zn（亜鉛） 0.5mg/L 以下 

Cu（銅） 0.02mg/L 以下 

 

＊：現在 EC については「電気伝導率」という呼び方が一般的で、単位についても[S/m]が

使われることが一般的である。0.3mS/cm は、30mS/m に相当する。 
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別紙 11 

動力装置許可の審査基準（東京都） 
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別紙 12 

揚湯試験事例 

 

Ⅰ 揚湯試験（集湯能力調査）事例（一般的な事例） 

 「別紙 5Ⅱ5．特殊な事例」で示した揚湯試験に関してはⅡ及びⅢのような事例が

報告されている。特殊事例の紹介に先立ち、一般的な事例を紹介する。なお、段階

揚湯試験では限界揚湯量を調査し、安全率をみてその何割かを適正揚湯量と設定す

る。その後、適正揚湯量を検証するために連続揚湯試験を実施し、過度な水位低下

を招くことなく水位の安定を確認することが重要である。 

１．概要 

 本事例では、6 段階の段階揚湯試験を実施し、揚湯量‐水位降下量の関係から限

界揚湯量を求め、そこから適正揚湯量を設定している。次に設定した適正揚湯量で

連続揚湯試験を実施し、その後回復試験で水位の回復状況の確認を行っている。 

図 1 段階揚湯試験結果 

図 1 における段階試験は、30L/分、

60L/分、90L/分、120L/分、150L/分、180L/

分として 6 段階で水位の測定を実施し

た。この結果を表 1 に、揚湯量‐水位降

下量の関係を図 2 に示す。（図中には対

角線上に 45°傾斜の線を記入してい

る）。 

 

表 1 段階試験結果 

 揚湯量 Q 水位 水位降下 Sw

 （L/分） （ｍ） （ｍ） 

-50.2 

1 30 -69.1 18.9

2 60 -87.9 37.7

3 90 -108.4 58.2

4 120 -145.8 95.6

5 150 -191.3 141.1

6 180 -238.9 188.7

図 2 揚湯量-水位低下量の関係検討図 
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下図では、連続揚湯試験は、段階揚湯試験結果より求めた適正揚湯量 72L/分で実

施し、その後回復試験状況を示す。

図 3 連続揚湯試験結果 

 

図 4 回復試験結果 

２.揚湯試験の判断について 

 図 2 揚湯試験-水位低下量の関係検討図をみると、3 段階目の 90L/分で変曲点

が確認でき、限界揚湯量と判断し、この限界揚湯量の 80%である 72L/分を適正

揚湯量と設定した。 

 適正揚湯量 72L/分で実施した連続揚湯試験においても、ほぼ 2日で安定水位が

得られている。 

 回復試験においても、ほぼ 2 日で水位は回復し、試験前の静水位に戻ることが

確認できた。 

以上のことから、72L/分が適正揚湯量に相当すると判断される。 
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Ⅱ 揚湯試験特殊事例①（揚湯によって水位が上昇する場合） 

１．概要  

本事例では、段階揚湯試験と連続揚湯試験実施時に水位が上昇する特殊な現象が

報告されている。図 5 の段階揚湯試験結果をみると各段階の揚湯開始直後に一旦水

位は低下するが、その後、上昇に転じる変化が認められる。 

表 2 段階揚湯試験結果（1 回目） 

 揚湯量 水位 最終 
降下量

最大 
降下量

 （L/分） （ｍ） （ｍ） （ｍ）

 0 4.44     

1 21 4.58 0.14 0.33 

2 30 4.61 0.17 0.30 

3 39 4.68 0.24 0.33 

4 45 4.71 0.27 0.34 

 

表 3 段階揚湯試験結果（2 回目） 

揚湯量 水位 最終 
降下量 

最大 
降下量

（L/分） （ｍ） （ｍ） （ｍ）

0 4.36     

1 14 4.42 0.06 0.21 

2 21 4.43 0.07 0.17 

3 31 4.50 0.14 0.24 

4 41 4.58 0.22 0.29 

5 46 4.65 0.29 0.34 

 

 図 5 段階揚湯試験結果 

２．揚湯試験の判断について 

揚湯によって水位が上昇する源泉では、温泉付随ガスの増加や他の帯水層からの

井戸内への流入、使用するポンプの問題等、様々な要因が推定されている。 

上記のような現象は湧出能力が高い源泉に多くみられ、通常の揚湯試験では解析

が困難な場合もある。その場合、適正揚湯量が揚湯試験での設定揚湯量を上回って

いることが考えられ、連続揚湯試験結果や段階揚湯試験における最大揚湯量等から

判断することも考えられる。 
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Ⅲ 揚湯試験特殊事例②（湧出量が少なく、通常の揚湯試験実施が難しい場合） 

１．概要 

 水位低下が大きく揚湯可能量が極めて少ないため、連続揚湯が行えず、通常実施

している段階揚湯試験と連続揚湯試験ができない事例である。また、間欠揚湯によ

る揚湯試験後、試験用ポンプを変更し、さらに一部の温泉を温泉井戸内に戻すこと

で少量揚湯による段階試験が可能となり、再度試験を実施し適正揚湯量の再検証が

行われ、同様の結論が得られている。 

 図 6 の間欠揚湯に伴う水位の変化は、期間①（30 分オン、210 分オフの繰り返し）

では、最低水位、最高水位ともに上昇傾向にあった。期間②（60 分オン、180 分オ

フの繰り返し）では最低水位、最高水位ともにやや低下もしくはほぼ安定傾向を示

した。このことから、期間①を適正揚湯量と判断している。 

図 6 水位と揚湯量の推移 

図 7 の段階試験では、第 1 段階で 4.8L/分、第 2 段階で 3.9L/分、第 3 段階で 2.9L/

分と揚湯量を段階的に減じる方法で試験が行われ、段階揚湯試験の最大 4.8L/分で

405ｍまで大きく水位が低下している。また、最後に回復試験が行われているが、

試験期間内に当初の静水位にまで回復はしていない。 
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図 7 段階揚湯試験結果図 

２．揚湯試験の判断について 

揚湯可能量が非常に少ない源泉や水位降下量が大きく通常の揚湯試験が行えない

ような源泉では、何らかの方法で動水位の安定が可能な適正採取量を検討すること

も考えられる。それが、不可能な場合は回復試験結果を参考とし判断する等の方法

が考えられる。このような場合で想定されうる対応例を以下に示す。 

対応例 

 揚湯試験実施に適し、かつ過度に水位低下を招かないポンプを選定して試験を

実施する。 

 一定間隔で間欠揚湯を繰り返し行い、水位の安定化を確認する。 

 ポンプの最低揚湯量を下回る場合、温泉の一部を温泉井戸内に戻して量の調整

を行い段階揚湯試験、連続揚湯試験を実施する。 

 回復試験を実施し、水位の回復速度から湧出量を推定する。 
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所在地 登録分析機関名 所在地 連絡先 登録年月日 登録番号

1 北海道 北海道立衛生研究所 札幌市北区北１９条西１２丁目 ０１１－７４７－２７３５ H14.4.1 北海道第１号

2 北海道 （一財）　北海道薬剤師会　公衆衛生検査センター 札幌市豊平区平岸１条８丁目６－６ ０１１－８２４－１３４８ H14.4.1 北海道第２号

3 北海道 （株）ホクカン　環境化学分析センター 旭川市永山１４条３丁目３－４ ０１６６－２４－５５９３ H16.12.28 北海道第３号

4 北海道 （株）環境総合科学 苫小牧市豊川町２丁目１番２号 ０１４４－７５－２１８１ H18.8.21 北海道第４号

5 北海道 （株）環境科学研究所 函館市西桔梗町２８番地の１ ０１３８－４８－６２１１ H18.9.21 北海道第５号

6 北海道  太平洋総合コンサルタント（株） 釧路市材木町１５番５号 ０１５４－４１－２６３３ H18.10.3 北海道第６号

7 北海道 （株）環境プロジェクト 札幌市厚別区厚別西１条１丁目８番１０号 ０１１－８９５－６２１０ H20.11.18 北海道第９号

8 北海道 （株）エコニクスリサーチラボ 恵庭市相生町７０番地 ０１２３－２５－６５１２ H20.12.4 北海道第１０号

9 北海道 日本衛生（株）　環境分析センター 札幌市清田区平岡１条１丁目１番４０号 ０１１－８８８－０１２２ H20.12.9 北海道第１１号

10 北海道 (株)第一岸本臨床検査センター　苫小牧本社 苫小牧市日吉町２丁目３番９号 ０１４４－７２－５７１２ H23.4.26 北海道第１２号

11 青森県 （一社）青森県薬剤師会衛生検査センター 青森市大字野木字山口１６４番４３ ０１７－７６２－３６２０ H14.4.1 青森県第２号

12 青森県 環境保全（株） 平川市松崎西田４１－１０ ０１７２－４３－１１００ H21.3.6 青森県第３号

13 岩手県 （一社）　岩手県薬剤師会 盛岡市馬場町３－１２ ０１９－６４１－４４０１ H14.4.19 岩手県第１号

14 岩手県 岩手県環境保健研究センター 盛岡市飯岡新田１地割３６－１ ０１９－６５６－５６６６ H14.4.26 岩手県第２号

15 岩手県 地熱エンジニアリング（株） 岩手郡滝沢村鵜飼大釜字大清水356番6 ０１９－６９１－９３００ H14.9.12 岩手県第３号

16 岩手県 （株）大東環境科学　総合技術センター 紫波郡矢巾町大字広宮沢第１地割２６５番地 ０１９－６９８ー２６７１ H19.4.12 岩手県第４号

17 岩手県 エヌエス環境（株）　盛岡支店 盛岡市みたけ４－３－３３ ０１９－６４３－８９１１ H20.8.19 岩手県第５号

18 宮城県 （公財）宮城県公害衛生検査センター 仙台市青葉区落合２－１５－２４ ０２２－３９１－１１３３ H14.4.4 宮城第１号

19 宮城県 （一財）宮城県公衆衛生協会 仙台市泉区松森字堤下７番地の１ ０２２－７７１－４７２２ H19.2.15 宮城第２号

20 宮城県 エヌエス環境（株）　東北支社 仙台市宮城野区中野字葦畔140 ０２２－２５４－４５６１ H21.9.9 宮城第３号

21 秋田県 秋田県健康環境センター 秋田市千秋久保田町６－６ ０１８－８３２－５００５ H14.4.17 秋田第１号

22 秋田県 （株）秋田県分析化学センター 秋田市八橋字下八橋１９１－４２ ０１８－８６２－４９３０ H14.4.18 秋田第２号

23 秋田県 （公財）秋田県総合保健事業団(児桜検査センター）
秋田市千秋久保田町６ー６
　（秋田市寺内児桜３－１－２４）

018-831-2011
  (018-845-9293)

H15.12.19 秋田第３号

24 山形県 山形県衛生研究所 山形市十日町１－６－６ ０２３－６２７－１１０８ H14.4.26 温泉分析山形第１号

25 山形県 日本環境科学（株） 山形市高木６番地 ０２３－６４４－６９００ H14.6.3 温泉分析山形第２号

26 山形県 （株）丹野 山形市松見町１２－３ ０２３－６４１－１１４１ H14.9.4 温泉分析山形第３号

27 山形県 （株）理研分析センター 鶴岡市道形町１８－１７ ０２３５－２４－４４２７ H19.5.25 温泉分析山形第４号

28 山形県 ネクスト環境コンサルタント（株） 米沢市アルカディア1丁目808-17 ０２３８－２９－００２５ H19.11.20 温泉分析山形第５号

29 福島県 （一社）福島県薬剤師会 福島市蓬菜町２丁目２番２号 ０２４－５４９－２１９８ H14.4.3 福島第１号

30 福島県 福島県衛生研究所 福島市方木田字水戸内１６番６号 ０２４－５４６－８６９４ H14.4.5 福島第２号

31 福島県 （株）新環境分析センター 福島県分析センター 郡山市喜久田町卸一丁目１０４番地１ ０２４－９５９－１７７１ H18.12.7 福島第３号

32 福島県 （公財）　福島県保健衛生協会 福島市方木田字水戸内１９番地６ ０２４－５４６－０３９１ H20.6.9 福島第４号

33 福島県 福島県環境検査センター（株） 郡山市田村町金屋字下夕河原６０番地１ ０２４－９４１－１７１９ H20.10.30 福島第５号

34 福島県 （株）日本化学環境センター 郡山市松木町２番２５号 ０２４－９４２－６６７６ H24.8.16 福島第６号

35 茨城県 （一財）茨城県薬剤師会検査センター 水戸市笠原町９７８－４７ ０２９－３０６－９０８６ H14.5.2 茨城県登録第１号

36 茨城県 茨城県衛生研究所 水戸市笠原町９９３番２ ０２９－２４１－６６５２ H19.4.25 茨城県登録第２号

37 茨城県 クリタ分析センター（株） つくば市高野台２丁目８－１４ ０２９－８３６－７０１１ H19.7.18 茨城県登録第３号

38 茨城県 （株）日立パワーソリューションズ 日立市弁天町３-１０-２ ０２９４－５５－７９９６ H25.5.20 茨城県登録第５号

39 栃木県 （一社）　栃木県薬剤師会 宇都宮市緑５－１－５ ０２８－６５８－９８７７ H14.4.8 １４栃薬第１号

40 栃木県 平成理研（株） 宇都宮市石井町２８５６－３ ０２８－６６０－１７００ H19.3.19 １８栃薬第１号

41 栃木県 （株）総研 宇都宮市小幡２－４－５ ０２８－６２２－９９１２ H19.3.29 １８栃薬第２号

42 栃木県 （一財）栃木県環境技術協会 宇都宮市下岡本２１４５－１３ ０２８－６７３－９０８０ H20.9.25 ２０栃薬第１号

43 群馬県 群馬県衛生環境研究所 前橋市上沖町３７８ ０２７－２３２－４８８１ H14.4.16 群馬薬第１号

44 群馬県 （一社）　群馬県薬剤師会 前橋市西片貝町５－１８－３６ ０２７－２２３－６３５５ H14.4.24 群馬薬第２号

45 埼玉県 内藤環境管理株式会社 さいたま市南区大字太田窪２０５１番地２ ０４８－８８７－２５９０ H22.12.8 指令薬第８６６号

46 千葉県 千葉県衛生研究所 千葉市中央区仁戸名町６６６－２ ０４３－２６６－６７２３ H14.5.14 千葉県登録第１号

47 千葉県 （株）上総環境調査センター 木更津市潮見４－１６－２ ０４３８－３６－５００１ H17.8.26 千葉県登録第２号

48 千葉県 （一財）　千葉県環境財団 千葉市中央区中央港一丁目11番1号 ０４３－２４６－２０７８ H19.12.5 千葉県登録第３号

49 千葉県 （財）日本分析センター 千葉市稲毛区山王町２９５番地３ ０４３－４２３－５３２５ H20.3.5 千葉県登録第４号

50 東京都 （公財）　中央温泉研究所 豊島区高田３－４２－１０ ０３－３９８７－０７５１ H14.4.4 １４健地衛第１号

51 東京都 （株）東京水質研究所 中野区中央３－５０－９ ０３－３３６７－３１２９ H19.10.16 19東京都温泉分析第２号

52 東京都 環境保全（株） 八王子市大和田町二丁目４番１４号 ０４２－６６０－５９７９ H20.12.18 20東京都温泉分析第3号

53 神奈川県 神奈川県温泉地学研究所 小田原市入生田５８６ ０４６５－２３－３５８８ H14.4.1 神奈川県知事登録第１号

54 神奈川県 （一財）北里環境科学センター 相模原市南区北里１丁目１５番１号 ０４２－７７８－９２０８ H14.8.30 神奈川県知事登録第２号

55 神奈川県 （株）アクアパルス 横浜市金沢区福浦二丁目11番地７ ０４５－７８８－５１０１ H19.12.21 神奈川県登録第３号

56 神奈川県 （株）ダイワ 平塚市東豊田３６９番 ０４６３－５３－２２２２ H20.10.20 神奈川県登録第４号

57 新潟県 新潟県保健環境科学研究所 新潟市西区曽和３１４－１ ０２５－２６３－９４１５ H14.4.1 新潟県（登）環企第１号

58 新潟県 （一社）県央研究所 三条市吉田１４１１番地甲 ０２５６－３４－７０７２ H14.6.12 新潟県（登）環企第３号

59 新潟県 （一財）　新潟県環境分析センター 新潟市江南区祖父興野５３－１ ０２５－２８４－６５００ H14.7.22 新潟県（登）環企第４号

60 新潟県 （一社）新潟県環境衛生中央研究所 長岡市新産２－１２－７ ０２５８－４６－７１５１ H14.10.10 新潟県（登）環企第５号
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61 新潟県 （一財）　上越環境科学センター 上越市下門前１６６６番地 ０２５－５４３－７６６４ H15.9.8 新潟県（登）環企第６号

62 富山県 富山県衛生研究所 射水市中太閤山１７丁目１番地 ０７６６－５６－５５０６ H14.4.25 富山ー０１

63 富山県 （株）環研 富山市八日町２４７－１７ ０７６－４２９－３２７５ H15.5.13 富山ー０３

64 富山県 （株）安全性研究センター 富山市興人町２－６２ ０７６－４３１－６８１０ H17.1.7 富山ー０４

65 富山県 ゼオンノース（株）環境分析事業部 高岡市荻布６３０ ０７６６－２５－６３８５ H17.5.6 富山ー０５

66 富山県 ダイヤモンドエンジニアリング（株）分析事業所 魚津市本新７５１ ０７６５－２４－３５２１ H118.1.26 富山ー０６

67 富山県 （株）環境理研 砺波市千代２４８番地３ ０７６３－３３－２３０３ H19.1.23 富山ー０７

68 富山県 アースコンサル（株） 射水市戸破８番地１７ ０７６６－５６－１１８０ H19.4.16 富山－０８

69 石川県 石川県保健環境センター 金沢市太陽が丘１－１１ ０７６－２２９－２０１１ H14.4.1 第１号

70 石川県 （一財）北陸保健衛生研究所 金沢市太陽が丘３－１－２ ０７６－２２４－２１２２ H14.4.1 第２号

71 石川県 （株）エオネックス 金沢市東蚊爪町１－１９－４ ０７６－２３８－９６８５ H17.3.31 第３号

72 石川県 （株）金沢環境サービス公社 技術部分析センター 金沢市御影町２３－１０ ０７６－２４３－３１９１ H21.3.12 第４号

73 福井県 （株）福井環境分析センター 越前市北府２－１－５ ０７７８－２１－００７５ H17.3.3 第３号

74 福井県 （株）北陸環境科学研究所 福井市光陽４－４－２７ ０７７６－２２－２７７１ H19.4.1 第４号

75 山梨県 （株）山梨県環境科学検査センター 甲斐市竜王新町２２７７－１２ ０５５－２７８－１６００ H14.4.8 １４山梨み自第１号

76 山梨県 山梨県衛生環境研究所 甲府市富士見１－７－３１ ０５５－２５３－６７２１ H14.4.8 １４山梨み自第２号

77 山梨県 （株）メイキョー 甲府市徳行２丁目２－３８ ０５５－２２８－２８５８ H16.12.14 １６山梨み自第３号

78 山梨県 （一社）山梨県食品衛生協会 甲府市国母６丁目５－１ ０５５－２２８－１８３０ H17.1.7 １６山梨み自第４号

79 長野県 長野県環境保全研究所 長野市大字安茂里字米村１９７８ ０２６－２２７－０３５４ H14.4.1 長野県第１号

80 長野県 （一社）長野県薬剤師会検査センター 松本市旭２－１１－２０ ０２６３－３２－０２７６ H14.4.1 長野県第２号

81 長野県 （株）科学技術開発センター 長野市大字北長池字南長池境２０５８－３ ０２６－２６３－２０１０ H14.10.3 長野県第３号

82 長野県 （株）コーエキ 岡谷市田中町３－３－２４ ０２６６－２３－２１５５ H14.10.22 長野県第４号

83 長野県 （株）環境科学 松本市大字笹賀７１７０－３ ０２６３－８８－８８０８ H16.1.23 長野県第５号

84 長野県 環境未来（株）分析センター 東筑摩郡朝日村古見３７５７－１ ０２６３－９９－１８１１ H16.2.27 長野県第６号

85 長野県 （一社）上田薬剤師会検査センター 上田市大字国分９９４－１ ０２６８－２９－１１３２ H16.11.26 長野県第７号

86 長野県 （一社）長野市薬剤師会検査センター 長野市若里５－１１－１ ０２６－２２７－３７２２ H16.11.30 長野県第８号

87 長野県 （株）環境技術センター 松本市大字笹賀５６５２－１６６ ０２６３－２７－１６０６ H17.12.1 長野県第９号

88 長野県 （株）信濃公害研究所 北佐久郡立科町芦田１８３５－１ ０２６７－５６－２１８９ H19.8.23 長野県第10号

89 長野県 （一社） 長野県労働基準協会連合会環境測定部 松本市大字神林字小坂道7107-55 ０２６３－４０－３８１１ H20.3.28 長野県第11号

90 長野県 南信環境管理センター（株） 上伊那郡箕輪町大字中箕輪12253 ０２６５－７９－１８７１ H20.8.27 長野県第12号

91 長野県 （一財） 中部公衆医学研究所 飯田市高羽町６－２－２ ０２６５－２４－１５０９ H21.10.30 長野県第13号

92 長野県 ユートピア産業（株） 長野市青木島町青木島乙258-1 ０２６－２８４－４６８１ H24.5.16 長野県第14号

93 岐阜県 岐阜県保健環境研究所 各務原市那加不動丘１－１ ０５８-３８０－２１００ H14.10.25 岐阜県第１号

94 岐阜県 （財）岐阜県公衆衛生検査センター 岐阜市曙町４－６ ０５８－２４７－１３００ H16.12.22 岐阜県第２号

95 岐阜県 （株）神岡衛生社 飛騨市神岡町東雲３７５ ０５７８－８２－０３３７ H18.1.4 岐阜県第３号

96 岐阜県 （株）総合保健センター 可児市川合１３６－８ ０５７４－６３－７７０３ H19.2.27 岐阜県第４号

97 岐阜県 （株）環境測定センター 羽島郡岐南町上印食３－１５２ ０５８－２４７－２０００ H22.4.28 岐阜県第５号

98 静岡県 （一財）　静岡県生活科学検査センター　焼津検査所 静岡市葵区北安東４－２７－２ ０５４－６２１－５００３ H14.4.8 静岡県第１号

99 静岡県 （株）静環検査センター 藤枝市高柳２３１０ ０５４－６３４－１０００ H19.3.28 静岡県第２号

100 静岡県 日本総研（株） 浜松市南区西島町１６２２ ０５３－４２５－７５３１ H19.9.28 静岡県第３号

101 静岡県 東邦化工建設（株） 駿東郡長泉町上土狩字高石２３４ ０５５－９８６－９５９５ H21.1.28 静岡県第４号

102 静岡県 （株）サイエンス 静岡市清水区小芝町４－１３ ０５４－３６１－０２００ H21.2.10 静岡県第５号

103 静岡県 （株）中部衛生検査センター 島田市島６６３－３ ０５４７－４６－２３４８ H21.3.30 静岡県第６号

104 静岡県 芝浦セムテック（株） 沼津市大岡２０６８－３ ０５５－９２４－３４５０ H22.3.29 静岡県第７号

105 愛知県 愛知県衛生研究所 名古屋市北区辻町字流７－６ ０５２－９１０－５６４４ H14.4.4 愛知県第１号

106 愛知県 （株）環境科学研究所 名古屋市北区若鶴１５２ ０５２－９０２－４４５６ H17.1.28 愛知県第２号

107 愛知県 （一財）中部微生物研究所 豊川市御津町赤根字下川４８ ０５３３－７６－２２２８ H17.4.1 愛知県第３号

108 愛知県 （株）東海分析化学研究所 豊川市御津町赤根字下川５０ ０５３３－７５－２２５０ H19.3.23 愛知県第４号

109 愛知県 (株)コスモ環境衛生コンサルタント 名古屋市西区天塚町4-8 ０５２－５２９－２６５６ H23.4.26 愛知県第５号

110 三重県 三重県保健環境研究所 四日市市桜町３６９０－１ ０５９ー３２９－２９１７ H14.4.16 三重県知事登録第１号

111 三重県 （一財）三重県環境保全事業団 津市河芸町上野３２５８番地 ０５９－２４５－７５０８ H14.12.24 三重県知事登録第２号

112 三重県 （株）イナテック いなべ市員弁町市之原１０番地 ０５９４－７４－４５２６ H19.11.12 三重県知事登録第３号

113 三重県 (株)　東海テクノ　四日市分析センター 三重県四日市市午起１丁目２番１５号 ０５９－３４０－７７６７ H24.2.2 三重県知事登録第４号

114 滋賀県 滋賀県衛生科学センター 大津市御殿浜１３－４５ ０７７－５３７－３０５０ H14.4.5 滋賀県第１号

115 滋賀県 （株）日吉 近江八幡市北之庄町９０８ ０７４８－３２－５１１１ H17.4.26 滋賀県第２号

116 京都府 京都府保健環境研究所 京都市伏見区村上町３９５ ０７５－６２１－４０６７ H14.4.26 京都府第１号

117 京都府 （一社）京都微生物研究所　総合科学分析センター 京都市山科区上花山久保町１６－２ ０７５－５９３－３３２０ H18.12.21 京都府第２号

118 大阪府 大阪府立公衆衛生研究所 大阪市東成区中道１－３－６９ ０６－６９７２－１３２１ H14.4.23 大阪府１

119 大阪府 （株）東邦微生物病研究所 大阪市浪速区下寺３－１１－１４ ０６－６６４８－７１５７ H16.12.24 大阪府４

120 大阪府 日本水処理工業（株） 大阪市北区菅原町８－１４ ０６－６３６３－６３７０ H17.9.27 大阪府５
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121 大阪府 （株）総合水研究所 堺市堺区神南辺町１－４－６ ０７２－２２４－３５３２ H19.3.26 大阪府６

122 大阪府 （一社）大阪府薬剤師会 大阪市中央区和泉町１－３－８ ０６－６９４７－５４８１ H20.4.9 大阪府７

123 大阪府 （株）関西環境センター 堺市中区小阪２０４－２７ ０７２－２８１－０５２１ H20.8.28 大阪府８

124 大阪府 （株）片山化学工業研究所 大阪市東淀川区東淡路一丁目６番７号 ０６－６３２２－０１７６ H21.4.14 大阪府９

125 大阪府 （株）ケイ・エス分析センター 富田林市錦織南二丁目９番２号 ０７２１－２０－５６１１ H21.4.23 大阪府１０

126 兵庫県 兵庫県立健康生活科学研究所 神戸市兵庫区荒田町２－１－２９ ０７８－５１１－６６４０ H14.4.1 薬第０２Ｅー０００１号

127 兵庫県 （財）ひょうご環境創造協会 神戸市須磨区行平町3丁目１－３１ ０７８－７３５－２７３７ H20.2.1 薬第０７Ｅ－０００１号

128 兵庫県 （株）HER 加西市網引町2001番39号 ０７９０－４９－３２２０ H23.7.22 薬第１１Ｅ－０００１号

129 奈良県 （有）奈良環境調和研究所 桜井市粟殿１００７－６ ０７４４－４９－３７４４ H20.12.1 奈良県２０温第１号

130 奈良県 野村興産（株） 宇陀市菟田野区大澤55 ０７４５－８４－２８２２ H21.4.7 奈良県指令消生第３４３号

131 和歌山県 和歌山県環境衛生研究センター 和歌山市砂山南３－３－４５ ０７３－４２３－９５７０ H14.4.1 第１号

132 和歌山県 (一社)和歌山県薬剤師会 和歌山市雑賀屋町１９番地 ０７３－４２７－１７９０ H24.7.6 第２号

133 鳥取県 （公財）鳥取県保健事業団 鳥取市富安２丁目９４番４ ０８５７－２３－４８４１ H14.5.22 環１０第１号

134 島根県 （公財）　島根県環境保健公社 松江市古志原１－４－６ ０８５２－２４－０２０７ H14.11.5 島根県第２号

135 岡山県 （財）岡山県健康づくり財団 岡山市北区平田４０８－１ ０８６－２４６－６２５４ H14.5.30 岡山県自第１号

136 広島県 （株）日本総合科学環境技術センター 福山市箕島町南丘３９９－４６ ０８４－９８１－０１８１ H14.7.23 広島県第２号

137 広島県 （一財）広島県環境保健協会 広島市中区広瀬北町９－１ ０８２－２９３－１５１４ H15.3.7 広島県第３号

138 山口県 山口県環境保健センター 山口市朝田５３５番地 ０８３－９２４－３６７０ H14.4.1 山口薬務第１号

139 山口県 学校法人香川学園宇部環境技術センター 宇部市文京町４番２３号 ０８３６－３２－００８２ H19.9.7 山口薬務第２号

140 山口県  （公財）山口県予防保健協会食品環境検査センター 山口市吉敷下東１－５－１ ０８３－９３３－００１８ H20.12.8 山口薬務第３号

141 徳島県 （一社）　徳島県薬剤師会検査センター 徳島市中洲町１－５８－１ ０８８－６５５－１１１２ H16.10.27 徳島県第２号

142 香川県 香川県環境保健研究センター 高松市朝日町５－３－１０５ ０８７－８２５－０４００ H14.4.1 香川第１号

143 香川県 （一社）香川県薬剤師会検査センター 高松市亀岡町９番２０号 ０８７－８３４－５１４５ H19.7.18 香川第２号

144 愛媛県 愛媛県立衛生環境研究所 松山市三番町８－２３４ ０８９－９３１－８７５７ H14.4.1 第１号

145 高知県 高知県衛生研究所 高知市丸ノ内２丁目４－１ ０８８－８２１－４９６０ H14.5.1 高知第１号

146 高知県 （一社）高知県食品衛生協会 高知市丸ノ内２丁目４番１１号 ０８８－８２３－３５０５ H19.9.5 高知第２号

147 福岡県 （一財）　九州環境管理協会 福岡市東区松香台１－１０－１ ０９２－６６２－０４１０ H14.4.4 福岡県第１号

148 福岡県 福岡県保健環境研究所 太宰府市大字向佐野３９ ０９２－９２１－９９４８ H14.4.17 福岡県第２号

149 福岡県 九電産業（株）環境部 福岡市東区名島２－１８－２０ ０９２－６７１－６０７１ H16.8.2 福岡県第３号

150 福岡県 （公財）　北九州生活科学センター 北九州市戸畑区中原新町１－４ ０９３－８８１－８２８２ H17.4.7 福岡県第４号

151 福岡県 （株）太平環境科学センター 福岡市博多区金の隈２－２－３１ ０９２－５０４－１２２０ H17.11.11 福岡県第５号

152 福岡県 （株）ｼｰ･ｱｰﾙ･ｼｰ食品環境衛生研究所 福岡市東区松島３－２９－１８ ０９２－６２３－２２１１ H19.2.22 福岡県第６号

153 佐賀県 佐賀県衛生薬業センター 佐賀市八丁畷町１－２０ ０９５２－３０－５００９ H14.4.10 ４１第０００１号

154 佐賀県 （一財）佐賀県環境科学検査協会 佐賀市光１－１－２ ０９５２－２２－１６５１ H15.10.2 ４１第０００２号

155 長崎県 西部環境調査（株） 佐世保市三川内新町２６－１ ０９５６－２０－３２３２ H14.10.29 長崎県第２号

156 長崎県 （株）環境衛生科学研究所 長崎市田中町６０３番３ ０９５－８３４－０２５０ H21.3.17 長崎県第３号

157 熊本県 （株）同仁グローカル 上益城郡益城町田原２０８１－２５ ０９６－２８６－１３１１ H16.10.15 ２号

158 熊本県 （株）三計テクノス 熊本市東区御領５－６－５３ ０９６－３８８ー１２２２ H18.3.27 ３号

159 熊本県 ニチゴー九州（株） 宇土市築籠町２２１番地 ０９６４－２２－０１３１ H19.3.29 ４号

160 熊本県 （株）再春館安心安全研究所 熊本市中央区本荘三丁目２番１９号 ０９６－３６６－９３７２ H24.7.2 ５号

161 大分県 大分県衛生環境研究センター 大分市高江西２－８ ０９７－５５４－８９８０ H14.4.1 大分県第１号

162 大分県 （公社）　大分県薬剤師会検査センター 大分市大字豊饒字松原４６４番１ ０９７－５４４－４４００ H14.4.16 大分県第３号

163 大分県 （株）住化分析センター大分事業所 大分市鶴崎２２００番地 ０９７－５２３－１１８１ H15.12.22 大分県第４号

164 大分県 松尾機器産業（株） 大分市花高松１丁目１番４号 ０９７－５５６－６２７７ H19.2.2 大分県第５号

165 大分県 タナベ環境工学（株） 大分市賀来南１丁目１番８４号 ０９７－５４９－４０３５ H20.8.19 大分県第６号

166 宮崎県 宮崎県衛生環境研究所 宮崎市学園木花台西２－３－２ ０９８５－５８－１４１０ H14.4.16 1

167 鹿児島県 （公社）　鹿児島県薬剤師会 鹿児島市与次郎２－８－１５ ０９９－２５３－８９３５ H14.4.1 鹿児島県第１号

168 鹿児島県 （一財）鹿児島県環境技術協会 鹿児島市七ツ島１－１－５ ０９９－２６２－５２２１ H14.4.1 鹿児島県第２号

169 鹿児島県 （株）鹿児島県環境測定分析センター 鹿児島市谷山港２丁目５－１１ ０９９－２０１－４１７７ H17.4.22 鹿児島県第３号

170 鹿児島県 （株）東洋環境分析センター鹿児島事業所 鹿児島市小野二丁目15番２号 ０９９－２１８－３３１１ H19.2.26 鹿児島県第４号

171 沖縄県 （財）沖縄県環境科学センター 浦添市字経塚７２０ ０９８－８７５－１９４１ H16.11.18 沖縄県第１号

172 沖縄県 （株）南西環境研究所 西原町字東崎４番地４ ０９８－８３５－８４１１ H20.3.24 沖縄県第２号

173 沖縄県 沖縄県衛生環境研究所 南城市大里あざ大里2085番地 ０９８－９４５－０７８１ H24.3.26 沖縄県第3号
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